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（りそなホールディングス社長 東）

• こちらにはポイントを整理。

• 最終利益は、一時要因による持ち上げを除いても期初計画の1,500億円を達成。

• 過去を振り返ると、例えば2011/3期の最終利益が1,600億円という水準だったが、当時とは
中身が大きく違っている。

• ストック型フィー収益の拡大に注力する中で、フィー収益は当時と比較して200億円以上増
加。当時22％であったフィー収益比率は、前期は30％を超えた。

• デジタル化を進める中で、経費水準は過去最低を更新。

• マイナス金利環境下で、収益・コスト構造改革は着実に進展。

• 貸出ボリュームは中小企業向けを中心に計画通りに増加。

• 3つのオムニ戦略については、矢継ぎ早に施策を展開しており確りと進展。

• 資本政策については、後ほど別のスライドでお話するが、昨年度は5種優先株を完済して、
＋1円増配。今年度も＋1円の増配を予定しており、3期連続の増配となる。

• 7ページへ。
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• 預貸金について、少し補足する。

• （左テーブル（2））国内円貨貸出金の平残は＋1.91％と、期初計画の＋1.17％を大きく上
回った。

• （同（5））コーポレート部門が＋2.79％で、全体を牽引。

• （同（12））預貸金利回り差は前期比△8bpsで、期初計画通り。

• （同（2））今期は、5行ベースで平残を1.95%増加させる。

• （同（12）、（13））一方、利回り差は6bps低下となる。前々期（2017/3期）250億円減少した預
貸金収益は、前期182億円減少。今期は137億円の減少にとどまると見込む。

• スライド右側真ん中に貸出利回りの推移を示しているが、低下幅が縮小。

• 10ページへ。
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• 連結フィー収益は3期ぶりに反転し1,680億円、連結フィー収益比率は30.4％となった。

• 法人ソリューションや信託関連に加え、決済関連におけるビザデビットカード収益等ストック
型の安定収益が着実に増加した。

• 今期は5行体制として2,050億円を計画。2018/3期の5行ベース実績との比較では約170億
円の増益を目指す組み立て。

• 昨年2月にスタートしたファンドラップの収益は前期20億円だが、残高の積み上げと平残の
寄与で、今期は50億円の収益を見込む。

• こうした資産形成サポートビジネスの拡充の他、オムニ・チャネル戦略を通じて安定的なス
トック型フィー収益の底上げを図っていく。

• 13ページへ。
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• 与信費用について

• （左テーブル（1））連結与信費用は147億円の戻入。

• （同（5））個別貸倒引当金の新規発生が引き続き低水準にあることが背景。

• （同（1））新年度は、HD連結ベースで185億円の費用を計画。

• （同（10））これは、与信費用比率で5.1bps程度の水準。

• 次のページへ。
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• 有価証券についてもコメントしておく。

• （左側）その他有価証券では、国債の残高が引き続き減少。

• 外債は、米金利が上昇する中でポートフォリオの組替えを図っている。

• 評価差額は△68億円だが、前期比改善。管理ベースだが、保有債券の利回りも50bps程度
改善。

• 残高は昨年3末比で増加しているが、12末比では減少しており、BPVは低水準。

• （右側）政策保有株式は、2017年3月期からの5年間で350億円を削減する計画で、2018/3
期は45億円削減した。

• 次のページへ。
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• （左テーブル（1））HD連結の自己資本比率は10.65％。5種優先株の返済、劣後債の期日償
還等を主因に前期比低下したが、十分な水準を維持。

• （右テーブル（14））当社が中計で「9％程度」をターゲットとしている国際基準のCET1比率
（有価証券評価差額金除き）は9.50％。

• 次のページへ。
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• 新年度の業績目標。親会社株主に帰属する当期純利益は、統合による一時要因（負のれ
ん等）の計上を含め2,000億円とした。

• 組み立てについては、次のページ。
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• 左端が2018/3期実績。一時利益を除くと1,505億円。

• これに対して2019年3月期は、統合一時利益除きで、約150億円増益となる1,650億円を目
指す。

• 組み立てとしては、フィー収益を中心に70億円の増益、関連会社で＋20億円。

• KMFGは、統合関連費用が発生する中、100億円の貢献利益を見込む。

• なお、統合一時利益350億円は、負ののれん益等を想定している。

• 20ページへ。
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• ここから、「持続的成長に向けた経営課題への取り組み」ということで、成長戦略についてお
話していく。

• 次のページへ。
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• （上段）「リテールNo.1」を目指すりそなグループの基本的な考え方を整理。

• リテールでトップ金融サービスグループを目指すという一貫した考え方。

• りそなの強みを最大限に活かしながら、3つのオムニ戦略をベースに各ビジネスに取り組ん
でいく。

• （下段）昨年度からスタートした中期経営計画で掲げている指標について、KMFGが加わっ
たことにより変わる2020年3月期の計画を記載。

• 一番右に統合後の5行体制での水準を記載している。2020年3月期のKPIは、親会社株主に
帰属する当期純利益が1,700億円、連結フィー収益比率が30%台前半、連結経費率が60%程
度。

• なお、（下の2つの指標、）ROE、CET1比率については、当初から統合の影響を勘案して設
定していたため、変更はない。

• 次のページへ。
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• 前ページで申し上げたKPIのうち、最終利益について、中期的な方向性を含めてもう少し細
かくお示ししている。

• りそなHDが昨年公表した中計では、2020年3月期の最終利益の目標を、1,650億円とお示し
していた。

• 新たな5行体制では、これが1,700億円となる。KOの利益がKMFGに移行し、そのKMFG全体
の半分の利益をりそなに取り込むことになる。

• KMFGの貢献利益は、初期段階では統合コストもあり100億円程度となるが、一巡後は、200
億円台に拡大していく見込み。

• 次のページへ。
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• ここから個々の戦略について説明させて頂く。

• まず、今回、KMFG創設で、大きく進展したオムニ・リージョナル戦略からお話する。

• この戦略は、りそなグループ、事業パートナー、そしてお客さまにとって三方良しとなる戦略
だと確信している。

• りそなのプラットフォームを共同利用することによって、全国にネットワークを拡大していきた
い。

• そして、リテールを中心とした事業パートナーと一緒に成長していきたい。

• KMFGの創設は大きな統合案件だが、これで完結ではなく、オムニ・リージョナル戦略の重
要な１ステップと位置付けている。

• 次のページへ。
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• KMFG創設後のりそなグループ全体の姿をお示ししている。

• 有人店舗数は、りそなグループ全体で840、うち関西だけで521となる。

• 今後、一定の効率化の余地はあるが、国内最大級の店舗ネットワークとなり、お客さまに便
利にご活用いただける店舗が増えた。

• （左下）お客さま基盤は、一番重要だと考えているが、個人のお客さまが1,600万、法人のお
客さまは50万社と約２割の増加。

• （右下）大阪のシェアのみならず、兵庫県、滋賀県といったりそなのプレゼンスが必ずしも大
きくなかった地域で大きなシェアを獲得することができた。

• 次のページへ。
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• 5/11に、KMFGが公表した中期経営計画の概要。

• りそなが『リテールNo.1』を目指す中、関西アーバン、みなともその方向性は同じ。

• KMFGとしても、フィー収益比率を高めながらトップラインを拡大すると共に、りそなの事務・
システムの活用等を通じてコスト削減を図っていく。

• 結果として、5年後には実質業務純益を倍増させる方向性。

• 早期にシナジーを発揮できるよう、スピード感を持って様々な施策に取り組んでいく。

• 次のページへ。
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• オムニ・チャネル戦略について

• オムニ・チャネル戦略を通じ、お客さまが銀行に抱く「不便」や「不満」といった「不」を取り除
いていく。

• りそなの戦略で重要なことは、「うすく・ひろく・ながく」。

• （左側）実際にお会いできているお客さまの数は全体の1割程度で、まだまだ会えるお客さ
まの基盤は９割ある。お客さまに十分なサービスをご提供できていない。

• 2月にリリースしたスマート口座では、スマートフォンを起点に、全てのお客さまが幅広い金
融サービスをより快適に、末永くご利用いただけるよう、様々な工夫を凝らした。

• 例えば、優れた操作性が売りの一つだが、銀行員の頭だけではなくチームラボ社と共同し
て、使いやすさにとことんこだわって開発した。

• お一人おひとりに最適なタイミングで最適なご提案をしていく。マーケティングの機能を十分
に発揮していきたい。

• 「うすく・ひろく・ながく」と申し上げたが、個々の取引自体は小口でも、幅広く継続的にご利
用いただくことで、安定したストック型フィー収益を確保していきたい。

• 次のページへ。
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• 次にリアルチャネルについて

• 840という店舗数の中には、相談特化型ミニ店舗・セブンデイズプラザがある。現状22拠点
で、2019年度中に45拠点まで拡大する。

• 年中無休のセブンデイズプラザは、勤労層のお客さまの来店割合が8割と高くなっているが、
土日や夜遅くまでの営業、立地などが評価されている。

• 3月にもセブンデイズプラザを上野マルイにオープンしたが、ここは常時2名体制。

• 既存の店舗も、見直しを進める必要があると考えており、地域特性に応じた最適な店舗づく
りを進めていく。

• リアルチャネルでは、スマート口座をその場でセットアップさせていただく取り組みを行って
いる。

• 次のページへ。
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• 金融サービス業における差別化の鍵は「人」だと確信している。人材育成を徹底していく。

• （左下）働き方改革も重要なポイント。

• 現在、全社的に19時退社をルール化。早く帰ることは単に生産性をあげるだけではなく、お
客さまと同じ体験をするということが重要。

• 疑似体験を含めてお客さまに共感できる体験を積み上げることが、オムニ・アドバイザーに
つながる。

• なお、昨年度は、結果として一人あたりで、月に200分程度、時間外労働が減った。

• 時間外手当は約11億円減少した。

• 次のページへ。
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• ここから主要ビジネスについて、KMFGを含めた5行ベースでの2020年3月期の計画を示し
ている。

• 詳しい説明は割愛させていただくが、各グラフの右側には、りそなHDの中計最終年度であ
る2020年3月期の計数を、5行合算ベースでお示ししている。

• 次のページへ。
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• まずは、資産形成サポートビジネス

• 高齢化が進む日本においては、この分野でのお客さまのニーズは非常に高い。

• 昨年2月にスタートしたファンドラップは、個人向けで残高が2,200億円、法人を含めると
2,500億円の残高まで増加。

• ファンドラップご利用先の半数以上は投信をお持ちでないお客さまで、滞留していた預金、
あるいは他金融からの預け替えも増加してきている。

• 6月からは新商品として、ウェルカムプランの取扱を開始。

• 「30万円から」という点は対面型の金融機関では初、「成功報酬のみ」という点は業界初の
商品となる。

• ネット、リアルそれぞれのチャネルを充実させながら、より幅広いお客さま、新しいお客さま
に活用いただきたい。

• 次のページへ。
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• 決済ビジネスについて

• デジタル化の進展により多様な決済手段が可能になってきている。

• りそなでは、フィンテックを活用した新たな決済手段の開発等も行っているが、デビットカード
を中心にキャッシュレス化への取り組みを進めている。

• そのデビットカードは、昨年10月より新規口座に標準でセットしている。

• 総発行枚数は100万枚を突破し、ご利用金額・ご利用件数は、それぞれ1.3倍、1.5倍となっ
ている。

• 次のページへ。
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• 信託機能を提供することが非常に重要で、これが承継につながっていく。

• コンサルタントが常駐する店舗、トラストオフィスを拡大している。

• 今後、KMFGにもしっかりと根付かせていきたい

• 次のページへ。
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• 中小企業向けビジネスについて

• 企業ステージに合わせた金融・非金融サポートを提供していくことで、我々もお客さまと共に
成長していきたいと考えている。

• （左上）KMFG創設により法人のお客さまは50万社となったが、りそなグループをメインとして
お取引いただく会社は6.7万社となった。

• （右中）コーポレート部門が貸出を牽引していると申し上げたが、不動産業向けを除いた設
備資金貸出が、年率9％と引き続き大きく伸びている。

• 次のページへ。
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• 国際ビジネスについて

• 昨年7月、シンガポールのAFC社を買収し、りそなマーチャントバンクアジア（RMBA）を設立
した。

• 今後は、このRMBAを通じて、アセアン及びインドに進出するお客さまへの直接融資や、
M&A、コンサルティングなどのサービス提供が可能となる

• 今後、KMFGのお客さまも含めて、より幅広いお客さまに、きめ細かなサービスをご提供して
いきたい。

• 次のページへ。
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• 個人向けローンビジネスについて

• 引き続き競合は激しいが、住宅ローンはりそなの得意分野であり、今後も確りと取り組んで
いく。

• 土日も含めた営業体制の中で、高付加価値の独自商品などをご提供しながら、お客さまに
利便性を提供していく。

• 今後も確りと差別化を図っていきたい。

• アパマンローンも含めた住宅ローンの残高は、KMFGを含めて全国で1番になっている。

• 次のページへ。
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• デジタル化について。

• （スライド上段）これまでのオペレーション改革で事務量は半減。今後、デジタル化の進展に
より、更に半減させる。

• このノウハウをKMFGにも展開し、統合効果の早期実現を目指す。

• （左下）人員について。2020年3月期までの従来の3行ベースの削減目標3,000名に対し、こ
の1年で1,300名の削減実績。

• 今後2年間で、5行ベースで更に削減するが、全て自然減の範囲で対応可能。

• 事務人員を中心に削減し、1,000名程度は営業人員の増強に充てる計画。

• なお、KMFGの統合効果による人員削減は、3年目以降本格化していく。

• 右下は人件費・物件費の推移。

• 厳格な経費コントロールで、昨年度の3行ベースの経費総額は、過去最低水準。

• 今後の5行ベースの経費についても、システム統合に係る一時コストを吸収しながら、削減
していく計画。

• 38ページへ。
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• 株主総会でのご承認が前提となるが、上段に総会後の体制をお示ししている。

• 社外取締役が過半数という体制を維持していく。

• このガバナンス体制はりそなの成長の源泉となっている。

• 次のページへ。
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• 最後に資本マネジメントの方向性についてお話する。

• 次のページへ。
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• 現行中計期間においては、①成長投資、②資本充実、③株主還元に「イコールウェイト」で取り
組んでいきたい。この考え方は、KMFGの統合後も変わっていない。

• 自己資本比率目標は、有価証券評価差額金除きのCET1比率で、「9％程度」を目指す。

• 3月末時点で9.5％を確保しているが、KMFGの統合影響がフルに反映される2018年6月期には、
一旦「8％台前半」の水準まで低下すると見ている。

• 但し、現行中計が終了する2020年3月末には、中計の目標水準である「9％程度」までの回復が
展望できると考えている。

• なお、バーゼル3の最終化影響は利益の積上げ等により十分吸収可能な範囲にとどまると考え
ている。完全実施までの時間軸で万全の対応を進めていく。

• ROEは引き続き10％を上回る水準を目指す。

• 株主還元方針について。予定通り、3月に第5種優先株式1,000億円を取得・消却し、普通株式
のみの資本構成を実現することができた。

• これまでは、優先株式が残存していたため社外流出を抑制する観点から、軽減できる優先配当
の範囲内、すなわち総還元額を基本的に一定に保ちながら、普通株主への還元拡充に努めて
きた。

• 今後は、「イコールウェイト」の配分方針は維持しながら、総還元額は業績に応じて拡大させて
いく。

• 昨年度は＋1円増配、今年度も＋1円増配の予定。KMFGの今年度の貢献利益を100億円程度
と見ているので、これに見合う増配を実施させて頂く。

• 今後も安定配当として継続するとともに、自己資本比率や業績動向を勘案しながら更なる還元
拡充については継続的に検討して参りたい。 40



• 私からの説明は以上。

• りそなの成長戦略については順調に進捗している。更にスピードを上げて成長していく。

• 本日は関西みらいフィナンシャルグループ社長の菅も同席しているので、一言ご挨拶だけさ
せていただきたい。

（関西みらいフィナンシャルグループ社長 菅）

• 関西みらいフィナンシャルグループ社長の菅です。私から、少しお話させていただく。

• 4月1日に無事に統合し新たなスタートを切ることができた。皆さまに御礼申し上げたい。

• 地域金融機関を取り巻く環境は非常に厳しいが、大きく３つの課題を抱えていると考えてい
る。

• 1つめは、お客さまに利便性の高いサービス、ソリューションをご提供し、お客さまにご評価
いただかなければならないということ。地域社会・地域経済への貢献という本業そのものの
使命である。

• 2つめとして、地域金融機関もAIやフィンテック等、世の中の流れにどのように対応していく
かが大きな課題。これは、一方で決裁ビジネスを中心に収益機会を拡大するチャンスでもあ
る。

• 3つめは生産性の向上。リテールを標榜する上で、ローコストオペレーションは避けられない。

• KMFGだけではなく他の地域金融も同じ課題を抱えていると思う。

• その中で他行と差別化できる点は、KMFGは「リテールNo.1」を目指しているりそなグループ
の一員であるということ。

• オムニ・チャネル戦略、りそなのオペレーション改革等を確りと活用することができる。

• ３つの課題の内、2つめ、3つめの課題は、りそなと共有しながら解決できる。

• 1つめの地域社会への貢献という点に経営資源を集中できるというメリットがある。

• また信託機能、不動産機能をKMFGで活用することもできる。

• 具体的に実践していくには２つのハードルがある。1つめは事務、システムの統合。コストシ
ナジー、営業シナジーを発揮するには、スピード感を持って進めなければならない。

• 2つめは人材育成。一人ひとりが成長することが重要。信託機能については、KMFGからり
そなに信託や不動産等の研修生を送っており、実績も出てきている。

• りそなグループに位置するという強みを生かしていく。

• まずは実績を確りと積み上げ、計画を達成していきたい。



2018年3月期決算の概要と主要ビジネスの状況

持続的成長に向けた経営課題への取り組み

資本政策の方向性

ご参考資料
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注目を集める「りそなのチャレンジ」

「リテールNo.1」を目指したりそなの取り組みは、外部からもご評価をいただいています
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GPIFが選定したESG 3指数の
うち2指数に採用

専門情報誌「年金情報」が
実施した総幹事会社を対象とした

満足度アンケートにおいて
全ての項目で1位を獲得

2017年度
大阪市女性活躍リーディング

カンパニー市長表彰

「2017年 年金顧客満足度
アンケート」

全項目でトップ

 FTSE Blossom
Japan Index

関西アーバン銀行：最優秀賞

りそな銀行：優秀賞

近畿大阪銀行：優秀賞

2017年度第30回
日経ニューオフィス賞

セブンデイズプラザひらかたが
「街にひらかれた銀行」として

評価され、「ニューオフィス推進賞」を
受賞しました

R&Iファンド大賞2017
第15回ﾏｰｻｰMPA（Japan）ｱﾜｰﾄﾞ

2017をW受賞

国内株集中投資ファンドの
優れた運用実績が評価

 MSCI ジャパン
ESG セレクト・リーダーズ
指数

従業員の健康管理を経営的な
視点で考え、戦略的に取り組んで

いる企業として認定

健康経営優良法人2018 
～ホワイト500～



オムニ・アドバイザーとしての活動事例

社内プロジェクトや社内表彰制度等により、りそな全体の「お客さまになりきる力」を強化

埼玉りそな銀行 狭山支店

支店電話の不在転送設定を
30秒から5秒に短縮

近畿大阪銀行 天神橋筋支店
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2018/3期 下期の月間賞受賞事例

主な社内制度等
伝わるPJブランド表彰

私のチカラPJ 私の提案私のクレド

オムニ・アドバイザー委員会オムニ・アドバイザー表彰

お客さまへの約束 「お客さまの声」通信

新旧社長の株式承継を、
当事者とのリレーションと

支店間連携・本部機能で解決

りそな銀行 中野支店、荻窪支店
プライベートバンキング部

りそなキャピタル 投資第一部

多くの遺産整理ニーズを、
店頭スタッフの工夫と

クイックアプローチで発掘

埼玉りそな銀行 白岡支店

 2018/1月表彰、第21回「りそなブランド大賞」受賞事例
（2018/3期上期の月間賞の中から、全従業員投票により選定）

店頭モニタリング
参加9行2,151ヵ店中1位

りそな銀行 久留米支店

取引先のタイ進出に、
現地コンサルティング会社を

スピーディーに紹介

埼玉りそな銀行 大宮西支店
りそな銀行 バンコック駐在員事務所

多くのシニア世代の
潜在ニーズを、

店頭スタッフが承継信託で
発掘
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課題あり 概ね適切 適切

2015年度 2016年度 2017年度

‐50,000

0株

50,000株

100,000株

150,000株

5% 6% 7% 8% 9%10%11%12%13%14%15%16%17%18%
（連結ROE）

（支給株数）

中計

経営指標

上限

ガラス張りの役員室

固定報酬

50%
年次・

現金報酬

25％

中長期・

株式報酬

25％*
*下記体系上限の

1年当たり報酬

換算割合

コーポレートガバナンスの進化に向けた取り組み

業績連動 50％

業績連動発行型株式報酬制度（PSU）取締役による取締役会評価

議事進行の適切性

議案説明の十分性

毎年度実施の取締役会評価を活かした運営の見直
し等を通じ、取締役会の実効性は改善

代表執行役社長の報酬体系

株式報酬（3年分）の体系

連結ROE 15％（達成率150％）⇒ 112,500株（上限）
同 10％（達成率100％）⇒ 上記×50％
同 7％未満 ⇒ 支給しない

 2017年7月に導入

中計最終年度の連結ROEに基づき、HD株式を支給
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CSR

「さらなるサステナビリティの向上」に向け、SDGsに代表される社会的課題の解決をめざします

【 Re:Heart倶楽部参加人数 】

【 りそなキッズマネーアカデミー参加人数 】

【 女性ライン管理職比率 】

【 環境配慮型法人融資（億円） 】

地域

次世代

環境

ダイバーシティ

 環境に配慮した商品・サービスにより環境負荷低減に取り組み

 デジタル化により、ペーパーレス化推進

 クレジット・ポリシーに気候変動を含む社会課題への対応を明記

 環境配慮型法人融資：1,817億円（前年比＋19％）

 多様な人材が活躍、スマート社員制度を導入

女性ライン管理職比率 26.4％まで上昇

 女性社員による女性向け商品開発プロジェクト「私のチカラ」

女性応援ローンcannael＜カナエル＞、生命保険『カラダ革命』

 『Re:Heart倶楽部』（従業員ボランティア活動団体）が地域行事等に参加

 りそなグループ「地域創生協議会」による地方創生支援

 寄付型私募債

 CSR私募債「日本万博・SDGs応援ファンド」 ：470億円（’18/3期）
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7,329 7,094 6,117 

’16/3期 ’17/3期 ’18/3期

4,496 3,643 4,136 

’16/3期 ’17/3期 ’18/3期

23.7% 24.5% 26.4%

’16/3末 ’17/3末 ’18/3末

 りそなキッズマネーアカデミー（子ども向け金融経済教育）を2005年以来開催、

延べ33,000名が参加

 高校生向けキャリアセミナーを開催：年間91名参加

 りそな未来財団： 延べ134名へ奨学金を給付

1,215 1,515 1,817 

’16/3末 ’17/3末 ’18/3末

健全なバランスシート

*1. 銀行合算
*2. 社内管理計数

りそなHD 連結BS（2018年3月末）

総資産50.2兆円
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《ご参考》 りそなHD、KU、MBの
資産負債（連結ベース）の単純合算

総資産58.4兆円

貸出金
28.7兆円

固定金利*1,2

6.6兆円

短プラ連動*1,2

13.9兆円

市場金利連動*1,2

8.0兆円

有価証券
5.2兆円 JGB 1.7兆円*1

その他資産
16.2兆円

日銀預け金*1,2

12.7兆円

預金・
譲渡性
預金
43.8兆円

普通預金*1

26.9兆円

定期性預金*1

10.6兆円

譲渡性預金*1 1.3兆円

その他負債 4.3兆円

純資産 2.1兆円

貸出金
35.2兆円

固定金利*1,2 

7.6兆円

短プラ連動*1,2 

18.3兆円

市場金利連動*1,2 

9.0兆円

有価証券
5.8兆円 JGB 1.8兆円*1

その他資産
17.2兆円

日銀預け金*1,2

13.6兆円

預金・
譲渡性
預金
51.2兆円

普通預金*1 

30.1兆円

定期性預金*1

14.3兆円

譲渡性預金*1 1.5兆円

その他負債 4.7兆円

純資産 2.4兆円

その他流動性預金*1

4.3兆円
その他流動性預金*1

4.0兆円



収益貢献が高い“りそなロイヤル・カスタマー”は着実に増加

＊各セグメント毎の一人当たり粗利益は、ポテンシャル層Ⅱの平均粗利益を１として指数化

多面取引の浸透に向けた取り組み
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プレミア層
総預り資産50百万円以上or

アパマンローン50百万円以上

住宅ローン層

自己居住用住宅ローンあり

資産運用層

総預り資産10百万円以上

ポテンシャル層Ⅰ

総預り資産5百万円以上

ポテンシャル層Ⅱ
総預り資産5百万円未満

取引商品個数3個以上

(6) 6,680.3 7,151.6 + 471.3 4.3 4.03

ポテンシャル層Ⅲ
総預り資産5百万円未満
取引商品個数2個以下

顧客数 （千人）
一人あたり

粗利益

＊

平均取引

商品個数
2013/3末 2018/3末 増減

(1)

(2)

51.1 58.0 + 6.9

541.7 573.6 + 31.8 27.8 4.73

83.3 7.38

(3)

(4)

692.8 742.4 + 49.5

787.8 805.5 + 17.7 1.7 3.55

5.5 4.65

 りそなロイヤル・カスタマー

6,126.0 5,405.6 △ 720.3 0.2 1.63

(5) 4,606.8 4,972.0 + 365.1 3.90

(7)

  ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

  ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

  ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

  ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

  ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

  ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

顧客セグメントと
多面取引の進展による

収益マトリクス
（イメージ）

取引商品個数増加

＊ 1

収益小

セ
グ
メ
ン
ト
引
上
げ

収益大

顧客セグメントの引き上げと
多面取引の進展により
生涯獲得収益が拡大

取引に応じた（社内管理上の）
お客さまのカテゴリー

（億円、％）

健全性

リスク調整後
資本利益率

経費率

前期比 前期比 前期比 前期比 前期比

(1) 564 15.8% 67.2% 9.0% 1,760 +62 1,613 +78 4,925 +38 △3,314 +37 147 △15

(2) 192 18.7% 78.4% 9.0% 452 △17 473 +8 2,193 △39 △1,720 +47 △ 20 △26

(3) 372 15.0% 58.3% 9.1% 1,308 +80 1,140 +70 2,731 +78 △1,594 △10 167 +10

(4) 353 33.5% 18.4% 9.0% 522 △93 522 △93 640 △100 △117 △0 - -

(5) 393 13.0% 61.5% 10.7% 2,285 △32 2,137 △5 5,547 △44 △3,412 +37 147 △27

グループ事業部門

収益性 与信費用
控除後

業務純益
資本コスト

控除後利益 社内
自己資本

比率

実質
業務純益

与信
費用

RVA＊1 RAROC OHR
業務

粗利益
経費

営業部門

コンシューマー事業

コーポレート事業 

市場部門

全社*2

事業部門別管理会計

グループの事業部門別管理会計の実施状況（2018年3月期）

 「RVA*1」 「RAROC」により、割当資本に対する収益性を管理

*1. RVAとはResona Value Added（りそな企業価値）の略。社内資本コスト控除後の純利益
*2. グループ銀行3行及び連結子会社の計数を計上 48



(1) 5,525 △105 5,096 △81 49 479 ＋25 230 △21 154 ＋1 26 ＋0 38 △8

(2) △3,412 ＋37 △3,221 ＋45 △190 △8 △32 ＋0 △111 △5 △18 △0 △19 △0

与信費用 (3) 147 △27 175 △7 △27 △19 11 △9 △23 △1 △0 ＋0 △42 △30

(4) 2,158 △123 2,509 ＋492 579 227 △36 209 △20 19 △5 8 ＋0 △23 △39

(5) 2,362 ＋747 2,065 ＋630 720 875 ＋696 148 △16 13 △3 5 △0 △28 △39

（億円）

HD連結

うち、
  　　りそな
プルダニア銀行

前同比 前同比 前同比 前同比 前同比 前同比 前同比

うち、
  保証子会社

保証会社

再編影響
3行合算

連単差
（保証会社

再編影響除き）

主要な連結子会社

うち、
 りそなカード

業務粗利益

経費（除く銀行臨時処理分）

（親会社株主に帰属する）
当期純利益

税引前（税金等調整前）
当期純利益

りそなG
100%

りそなHD
77.5%

りそなHD
100%

りそなG
43.4%

出資割合：

うち、
  りそな決済
 　サービス

損益概要と連単差要因

損益概要（HD連結、3行合算） 主な連単差要因（各社単体ベース）

*1

*1. りそな保証と大和ギャランティが2017年4月に合併したことに伴う合併差益（連結消去）は除く。（前期比は、大和ギャランティ収益を含む対比）
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【主要な連結子会社（国内、グループ銀行を除く）】 (億円）

前期比

りそな保証 (1)
信用保証

(主に住宅ローン）
りそなHD 100% 2018/3期 132*1 △15

近畿大阪信用保証 (2)
信用保証

(主に住宅ローン）
りそなＧ 100% 2018/3期 15 +3

りそなカード (3)
クレジットカード

信用保証(無担保ローン）
りそなHD 77.5%

クレディセゾン 22.4%
2018/3期 13 △3

りそな決済サービス (4)
代金回収

ファクタリング
りそなHD 100% 2018/3期 5 △0

りそな総合研究所 (5) コンサルティング りそなHD 100% 2018/3期 1 +0

りそなキャピタル (6) ベンチャーキャピタル りそなHD 100% 2018/3期 2 +0

りそなビジネスサービス (7)
事務等受託

有料職業紹介
りそなHD 100% 2018/3期 0 △0

りそなアセットマネジメント (8) 投資信託委託 りそなHD 100% 2018/3期 △1 +1

170 △13

【主要な連結子会社（海外）】

前期比

P.T. Bank Resona Perdania (9)
銀行

（インドネシア）
りそなG 43.4%

(実質支配基準）
2017/12期 △28 △39

P.T. Resona Indonesia Finance (10)
リース

（インドネシア）
りそなＧ 100% 2017/12期 1 △0

Resona Merchant Bank Asia
（RMBA）

(11)
ファイナンス・M&A
（シンガポール）

りそなＧ 100% 2017/12期 △7 △3

△26 △40

【持分法適用関連会社】

前期比

 日本トラスティ・サービス信託銀行 (12)
信託銀行

（資産管理業務）
りそなＧ 33.3%

三井住友TＨ 66.6%
2018/3期 4 +0

NTTデータソフィア (13) システム開発
りそなHD 15%

NTTデータ 85%
2018/3期 2 +1

ディアンドアイ情報システム (14) システム開発
りそなHD 15%
日本IBM 85%

2017/12期 2 +0

10 +2合計（3社）

合計（3社）

会社名 業務内容 出資割合 当期利益

合計（全８社）

会社名 業務内容 出資割合 当期利益

直近期

直近期

直近期

当期利益会社名 業務内容 出資割合

インドネシアにおける

最古の日系銀行

日本最大級の

住宅ローン保証残高

住宅ローン保証を通じて

地域の未来を創造

160万のカード会員

年5千万件の代金回収

年800件の経営コンサル

株式公開支援、中小企業の

事業承継、再成長支援

正確かつスピード感ある

オペレーションを実践

50年のRB年金運用を活かし

'15/9月に業務開始

'17/7月に連結子会社化

直接融資、M&A仲介等を展開

日本最大級の資産規模

'17/10に持分法適用会社化

りそなGのシステム開発を担う

連結子会社等の状況
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*1.りそな保証(1)の’18/3期当期利益は、大和ギャランティとの合併差益を除く（前期比は大和ギャランティ収益を含む対比）
*2. 海外3社(9)～(11)およびディアンドアイ情報システム(14)は12月決算であり、りそなHD連結の’18/3期決算には同4社の12月期決算を反映
*3. RMBA(11)、NTTデータソフィア(13)およびディアンドアイ情報システム(14)は子会社化、関連会社化後の利益を、りそなHD連結の’18/3期決算に反映



自己資本比率（RB,SR,KMFG ）
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2017/3末比 2017/3末比 2017/3末比

11.03% 10.03% △1.00% 11.58% 11.37% △0.21% 8.71%

12,013 10,933 △1,080 3,330 3,314 △15 1,189

コア資本に係る基礎項目の額 12,255 11,228 △1,026 3,512 3,480 △31 1,260

コア資本に係る調整項目の額 241 295 +54 181 166 △15 70

108,907 108,993 +85 28,757 29,128 +371 13,651

 信用リスク・アセットの額 95,990 94,887 △1,102 24,810 25,340 +529 12,896

マーケット・リスク相当額／8% 519 457 △61 311 339 +28 2

オペレーショナル・リスク相当額／8% 7,067 6,574 △493 2,274 2,087 △187 752

フロア調整額 5,330 7,074 +1,743 1,360 1,361 +1 -

2018/3末

自己資本比率

自己資本の額

リスク・アセット等

国 内 基 準
（億円）

りそな銀行（連結)
【A-IRB】

埼玉りそな銀行（単体）
【A-IRB】

KMFG（連結）
【F-IRB】

2017/3末 2018/3末 2017/3末 2018/3末 2017/3末
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保有株式 業種別ポートフォリオ（2018年3月末）

* 時価ベース

RB
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残存期間別のスワップポジション

 金利スワップ（繰延ヘッジ会計適用分）の残存期間別想定元本

HD連結

53

（億円）

1年以内 1～5年 5年超 計 1年以内 1～5年 5年超 計

受取固定・支払変動 (1) 400 7,250 9,300 16,950 3,750 5,000 11,000 19,750

受取変動・支払固定 (2) 2,000 4,587 5,520 12,107 3,409 6,390 4,720 14,519

ネット受取固定 (3) △ 1,600 2,662 3,780 4,842 340 △ 1,390 6,280 5,230

2018年3月末 2017年3月末

【2017年3月末】 【2017年3月末】

6ヵ月以内 6～12ヵ月 1～3年 3年超 計 6ヵ月以内 6～12ヵ月 1～3年 3年超 計

固定 (1) 1.6% 1.3% 6.4% 14.0% 23.4% 流動性預金 (1) 52.0% 1.1% 4.5% 15.6% 73.3%

プライム系ほか変動 (2) 50.1% 0.1% 0.0% 0.0% 50.2% 定期性預金 (2) 12.9% 8.0% 5.0% 0.9% 26.7%

市場金利連動型 (3) 25.5% 1.0% 26.4% 計 (3) 64.9% 9.1% 9.5% 16.5% 100.0%

計 (4) 77.2% 2.3% 6.4% 14.0% 100.0%

【2018年3月末】 【2018年3月末】

6ヵ月以内 6～12ヵ月 1～3年 3年超 計 6ヵ月以内 6～12ヵ月 1～3年 3年超 計

固定 (5) 1.5% 1.1% 6.0% 14.7% 23.3% 流動性預金 (4) 53.7% 1.1% 4.5% 15.5% 74.7%

プライム系ほか変動 (6) 48.6% 0.1% 0.0% 0.0% 48.6% 定期性預金 (5) 12.5% 7.4% 4.3% 1.1% 25.3%

市場金利連動型 (7) 27.2% 0.9% 28.0% 計 (6) 66.1% 8.5% 8.8% 16.6% 100.0%

計 (8) 77.3% 2.0% 6.0% 14.7% 100.0%

（期中変化） （期中変化）

6ヵ月以内 6～12ヵ月 1～3年 3年超 計 6ヵ月以内 6～12ヵ月 1～3年 3年超 計

固定 (9) △0.1% △0.2% △0.4% +0.7% △0.0% 流動性預金 (7) +1.7% △0.0% △0.0% △0.1% +1.5%

プライム系ほか変動 (10) △1.6% △0.0% +0.0% +0.0% △1.6% 定期性預金 (8) △0.4% △0.6% △0.7% +0.2% △1.5% 

市場金利連動型 (11) +1.7% △0.1% +1.6% 計 (9) +1.3% △0.6% △0.8% +0.1% -

計 (12) +0.0% △0.3% △0.4% +0.7% -

１年以内貸出金 79.6%

１年以内貸出金 79.3%

1年以内貸出金 △0.3% 

円貨預貸金マチュリティ・ラダーの状況

預金貸出金

* 社内管理計数

3行合算
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コーポレート

部門*2

(18.0兆円)
63%

コンシューマー

部門

(10.6兆円)
37%

固定
19%

市場連動*3

28%

プライム
16%

プライム
33%

固定
4%

法人

（13.4兆円）

34%個人

（26.2兆円）

66%

流動性預金

26%

定期性預金

7%

その他 1%
その他 1%

定期性預金

19%

流動性

預金

46%

預貸金構成（2018/3末）

預金*4貸出金*1

49%

*1. 社内管理計数 *2. コーポレート部門にアパートマンションローンを含む
*3. 1年以内に期日到来する固定金利（スプレッド）貸出を含む *4. 国内個人預金＋国内法人預金

3行合算
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プライム

89%

固定

11%

プライム

25%

市場連動*3
45%

固定

30%

プライム

88%

固定

12%

プライム

26%

市場連動*3
43%

固定

31%

プライム

88%

固定

12%

プライム

27%

市場連動*3
43%

固定

30%

セグメント別貸出金構成の推移

コンシューマー部門*1

コーポレート部門*1,2

*1. 社内管理計数 *2. アパートマンションローンを含む *3. 1年以内に期日到来する固定金利（スプレッド）貸出を含む

【2017年3月末】 【2017年9月末】

【2017年3月末】 【2017年9月末】

【2018年3月末】

【2018年3月末】

3行合算
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流動性預金

77%

定期性

預金

20%

流動性預金

69%

定期性

預金

30%

流動性預金

77%

定期性

預金

20%

流動性預金

68%

定期性

預金

31%

流動性預金

75%

定期性

預金

21%

【2017年3月末】 【2017年9月末】

【2017年3月末】 【2017年9月末】

【2018年3月末】

【2018年3月末】

セグメント別預金構成の推移

個人

法人

3行合算
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流動性預金

70%

定期性

預金

29%

債務者区分間の遷移状況（2018年3月期上期）

 与信額ベース（2018年3月期上期の遷移状況*1）

*1. 2017/3末において各債務者区分に属していた債権者が2017/9末においてどの区分に属しているかを表示

2017/3末時点の与信額をベースに算出

2018年3月期上期中の追加与信、部分回収、償却（部分直接償却を含む）等は、反映せず

2017/9末の「その他」は2018年3月期上期中の全額回収・返済、最終処理（償却譲渡・売却等）などでバランスシートから切り離されたもの

RB

全額回収
/返済

債権譲渡
/売却

正常先 98.7% 0.5% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.7% 0.7% 0.0% - 0.6%

要注意先 13.2% 80.7% 0.4% 2.1% 0.1% 0.0% 3.6% 3.6% 0.0% 13.2% 2.6%

要管理先 3.6% 3.2% 90.7% 1.9% 0.2% 0.0% 0.4% 0.4% 0.0% 6.8% 2.1%

破綻懸念先 1.7% 8.9% 1.6% 78.7% 1.6% 1.2% 6.2% 6.2% 0.0% 12.2% 2.8%

実質破綻先 0.3% 0.5% 0.0% 1.8% 88.3% 3.4% 5.8% 5.5% 0.2% 2.5% 3.4%

破綻先 0.1% 0.0% 0.0% 1.8% 0.0% 89.2% 8.9% 0.7% 8.2% 1.9% -

その他

2
0
1
7
年
3
月
末

2017年9月末

上方
遷移

下方
遷移正常先 要注意先 要管理先

破綻
懸念先

実質
破綻先

破綻先
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債務者区分間の遷移状況（2018年3月期下期）

 与信額ベース（2018年3月期下期の遷移状況*1）

*1. 2017/9末において各債務者区分に属していた債権者が2018/3末においてどの区分に属しているかを表示

2017/9末時点の与信額をベースに算出

2018年3月期下期中の追加与信、部分回収、償却（部分直接償却を含む）等は、反映せず

2018/3末の「その他」は2018年3月期下期中の全額回収・返済、最終処理（償却譲渡・売却等）などでバランスシートから切り離されたもの

RB
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全額回収
/返済

債権譲渡
/売却

正常先 98.7% 0.5% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.7% 0.7% 0.0% - 0.5%

要注意先 5.9% 88.4% 0.5% 1.2% 0.2% 0.1% 3.8% 3.8% 0.0% 5.9% 1.9%

要管理先 5.9% 9.7% 81.3% 1.5% 0.1% 0.0% 1.4% 1.4% 0.0% 15.7% 1.6%

破綻懸念先 1.6% 9.0% 0.3% 77.6% 4.6% 0.7% 6.3% 6.1% 0.2% 10.9% 5.3%

実質破綻先 0.3% 0.4% 0.0% 0.7% 79.0% 2.0% 17.6% 4.8% 12.8% 1.4% 2.0%

破綻先 0.0% 0.1% 0.0% 1.9% 0.0% 87.4% 10.6% 0.9% 9.7% 2.0% -

2018年3月末

上方
遷移

下方
遷移正常先 要注意先 要管理先

破綻
懸念先

実質
破綻先

破綻先

2
0
1
7
年
9
月
末

その他

劣後債明細（2018年3月末）
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発行体 発行残高 発行日 償還期日 クーポン

500億円 2009/7/17 2019/6/20 2.766％

500億円 2010/3/4 2020/3/4 2.084％

400億円 2010/9/28 2020/9/28 1.606％

250億円 2011/6/1 2021/6/1 1.878％

200億円 2011/12/22 2026/12/22 2.442％

350億円 2012/3/14 2022/3/15 1.78％

160億円 2012/3/14 2027/3/15 2.464％

りそな銀行



国際的な金融規制強化への対応（当社へ重大な影響を与えるものはない）

 バーゼル３が最終化されたことを踏まえ、今後、国内ルールが策定されていく規制が多数

 規制強化に備えた当社の対応

• 現時点で当社ビジネスモデルに応じた必要資本は確保

• 今後規制が強化された場合でも、お客さまに対する金融円滑化の使命を全うできるよう、複数の規制の複合的な影響を

勘案しつつ、機動的に分子・分母のコントロールが可能な体制を構築していく方針

主要な金融規制の動向

主な規制 規制（案）概要 動向等

標準的手法見直し
（信用・オペ）

内部格付手法（IRB）見直し

標準的手法に基づくフロア

リスク感応度向上・比較可能性の向上等を

目的とした信用リスク計測手法見直し、損失

データを加味したオペリスク計測手法見直し、

標準的手法の参照を義務付ける新しい資本

フロアルールの設定等

• 2017年12月、国際ルールが最終化

• 市中協議案と比べると、影響は緩和される見込み

• 今後、国内ルールが策定されていく予定

流動性規制

（LCR/NSFR）

【LCR】厳しいストレス下での資金流出に備え

高品質な流動資産保有を義務付ける規制

【NSFR】流動性の低い資産に見合う資本・負

債を保有させる規制

• LCR規制は2015年より開始済 （国際統一基準行が対象）

• NSFRは今後国内ルールが策定されていく予定

レバレッジ比率
自己資本比率規制を補完する目的で、分子

を「Tier1」、分母を「リスク加重資産」ではなく

「エクスポージャー」とする比率規制

• 開示規制は2015年より開始済 （国際統一基準行が対象）

• 今後国内ルールが策定されていく予定

IRRBB

（銀行勘定の金利リスク）

金利リスク量が、Tier1の15%以内に収まるよ

うコントロールすることを求めるもの

• 「第2の柱」対応であるが、計測手法の変更、管理手法・開示の強
化を求めるルールに着地。

デリバティブ諸規制

（証拠金､SA-CCR､CVA等）

清算集中されない店頭デリバティブに関し証

拠金の授受を求める証拠金規制、デリバティ

ブのエクスポージャーの算出方法見直し、

CVA計測手法の見直し等

• 当社は2017年3月から変動証拠金規制が開始、当初証拠金規制
は2020年9月から開始予定

• CVAは国際ルールが最終化。今後国内ルールが策定されていく
予定。SA-CCR（標準的手法）の採用は当面任意の扱い。

各種資本バッファー

G-SIB/D-SIB､ TLAC

資本保全バッファー、カウンターシクリカル

バッファー、SIBのバッファーは上乗せ資本規

制。TLACは更なる損失吸収力を求める規制

• 各種資本バッファーについては2016年3月より段階的実施が開始
済 （G-SIB/D-SIB、国際統一基準行が対象）

• TLACは2019年からの予定 （G-SIBが対象）
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国内自己資本比率規制における規制適格資本の概要

2019/3期 2029/3期2024/3期

４％
以上

 普通株式

 内部留保

 調整後被支配株主持分

 強制転換条項付優先株式

 一般貸倒引当金

 適格引当金が期待損失額を上回る額
（ＩＲＢ行のみ）

 公的資金

コア資本
基礎項目

経過措置による
加算項目のフェーズアウト

調整項目のフェーズイン

2014/3期

 劣後債・優先出資証券等及び社債型優先株式

 コア資本に算入できなくなる劣後債・優先出資証券等は2014年3月末時点では
100％算入可能。2015年以降10年かけて10％ずつ減額。

 社債型優先株*1は2019年3月期まで100％算入、以降の10年間で10％ずつ減額

４％
以上

 金融機関向け出資、繰延税金資産、無形固定資産、退職給付に係る資産の額等
（2014年3月末は0％算入、2015年以降5年かけて20％ずつ増額）

*1. 非累積型永久優先株で強制転換条項付優先株式に該当しないものが対象 62



日銀当座預金残高

*1. 出所：日本銀行

補完当座預金制度

適用先合計

358.6 兆円

28.2 兆円

122.2 兆円

208.1 兆円

都市銀行（含むりそな銀行,

埼玉りそな銀行）

131.3 兆円

日銀当座預金平残

（3/16～4/15）

政策金利残高

マクロ加算残高

基礎残高

日銀当座預金残高

△0.1%

0%

+0.1%

0.0 兆円

50.4 兆円

80.8 兆円
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2003/3 2004/3 2005/3 2006/3 2007/3 2008/3 2009/3 2010/3 2011/3 2012/3 2013/3 2014/3 2015/3 2016/3 2017/3 2018/3

9,018 7,750 7,631 7,686 8,052 7,693 7,395 6,783 6,670 6,552 6,371 6,085 6,324 6,195 5,631 5,525

資金利益 5,991 5,612 5,423 5,498 5,637 5,553 5,470 4,994 4,840 4,639 4,430 4,300 4,259 4,013 3,779 3,683

フィー収益*1 1,499 1,526 1,562 1,811 1,974 1,884 1,532 1,451 1,468 1,431 1,506 1,587 1,692 1,687 1,606 1,680

営業経費 △5,976 △5,100 △3,820 △3,840 △3,846 △3,859 △3,844 △3,875 △3,694 △3,609 △3,616 △3,484 △3,577 △3,475 △3,624 △3,606

株式等関係損益 △3,006 576 910 585 727 △438 △422 6 △8 23 △75 226 445 △65 251 167

与信費用 △5,521 △14,183 △415 △69 △697 △584 △1,814 △1,146 △615 △138 130 264 223 △258 174 147

△8,376 △16,639 3,655 3,832 6,648 3,028 1,239 1,322 1,600 2,536 2,751 2,206 2,114 1,838 1,614 2,362

貸出金（末残） 295,451 264,753 257,021 264,061 265,667 261,638 266,089 263,061 261,779 260,504 266,821 269,860 277,555 279,321 284,120 289,921

中小企業等 235,401 212,371 210,797 219,662 224,415 222,879 222,186 223,208 221,663 222,358 226,595 229,126 234,549 236,458 241,638 247,284

住宅ローン
*2 85,276 93,738 101,709 108,642 114,197 115,638 117,010 120,429 121,454 122,503 126,519 129,183 131,250 131,880 133,563 133,316

自己居住用住宅ローン 59,597 67,336 74,750 80,786 84,625 85,695 85,935 88,574 89,736 90,953 94,413 97,052 99,051 100,151 102,186 102,675

不良債権比率 9.32% 6.74% 3.38% 2.55% 2.46% 2.19% 2.42% 2.42% 2.43% 2.32% 2.06% 1.74% 1.51% 1.51% 1.35% 1.18%

13,190 6,301 3,996 4,009 3,904 3,855 3,567 3,445 3,518 3,425 3,372 3,319 3,309 3,518 3,486 4,484

△258 2,413 2,602 4,454 4,329 1,716 △325 1,206 928 1,319 2,580 3,332 5,736 4,606 5,558 6,582

3,653 6,636 7,950 11,833 15,256 10,549 5,090 7,207 9,377 10,308 12,905 14,770 15,859 12,113 8,016 9,456

投資信託・ファンドラップ 3,653 6,079 6,768 9,791 12,972 8,580 3,149 4,946 7,258 7,426 9,727 11,852 12,251 8,319 5,731 7,230

保険 - 557 1,182 2,042 2,284 1,970 1,941 2,261 2,119 2,883 3,178 2,732 3,607 3,793 2,285 2,226

- 17,588 18,529 18,534 16,620 13,943 12,224 14,354 13,411 13,018 15,595 14,786 13,529 12,927 14,814 11,749

- - - - 12,743 10,637 8,940 11,477 10,986 10,486 12,255 11,623 10,422 10,117 11,987 9,390

不動産収益（エクイティ除） 60 85 93 120 150 145 72 63 66 77 78 83 112 133 134 128

11,680 31,280 31,252 29,252 23,725 23,375 20,852 20,852 8,716 8,716 8,716 3,560 1,280 - - -

ビ
ジ
ネ
ス

銀
行
合
算

投資信託・保険販売額

住宅ローン実行額*2

公的資金残高

自己居住用住宅ローン

（億円）

P
L

連
結

業務粗利益

B
S

銀
行
合
算

連
結

政策株式（取得原価）

その他有価証券評価差額

親会社株主に帰属する
当期純利益

主要指標の長期推移

*1. 役務取引等利益＋信託報酬
*2. アパートマンションローンを含む（実行額にはフラット35も含む）
*3. 社内管理計数

*3
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格付の推移（長期債務格付） RB
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2006Moody's
S&P
R&I
JCR

2003 2004 2005 2018

A1 A+

A2

2007 2011

A

A-A3

Baa3 BBB-

Baa1 BBB+

Baa2 BBB

Ba1 BB+

S&P

Moody's

R&I

JCR

3.78% 5.39%

24.19% 25.58% 27.61%

46.60% 45.27% 43.17% 42.55% 41.77%
28.67%

12.38%

15.97%
20.97%

21.56%

21.56% 27.92% 31.29% 34.17% 34.00%

23.31%

16.13%

26.59%
22.23% 19.72%

16.51%
15.68% 15.48% 13.51% 13.44%

41.95%

13.77%

7.39% 6.84% 6.50%

6.35%
6.08% 6.09% 5.80% 5.88%

2.26%

2.18%

5.83% 4.34% 4.58%

8.96% 5.03% 3.96% 3.93% 4.89%

預金

保険

機構, 

50.11%

20.01% 20.01% 20.01%

'03/3 '04/3 '11/3 '12/3 '13/3 '14/3 '15/3 '16/3 '17/3 '18/3
28万名 27万名32万名34万名37万名27万名21万名総株主数 27万名

普通株主構成

その他

事業法人

個人・その他

金融機関

外国人

25万名 24万名
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¥12,000

¥14,000

¥16,000

¥18,000

¥20,000

¥22,000

¥24,000

0.0%

0.5%

1.0%

1.5%

2.0%

2.5%

3.0%

3.5%

2015/3 2016/3 2017/3 2018/3

米10年国債（左軸②） 日経平均株価(右軸)

1.0%

0.8%

0.6%

0.4%

0.2%

0.0%

△0.2%

△0.4%

10年国債（左軸①）

長期金利と日経平均株価の推移

短期金利（日本円TIBOR）の推移
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金利 / 市場動向

軸① 軸②

2015年12月
米利上げ開始

2016年1月
マイナス金利導入

2016年9月
イールドカーブ
コントロール

2016年11月
米大統領選挙

0.0%

0.1%

0.2%

2015/3 2016/3 2017/3

日本円TIBOR（3ヵ月）

2018/3

りそなグループ HPのご案内

http://www.facebook.com/resonagr/ http://twitter.com/resona_pr 
公式Facebookページ 公式Twitter

http://www.resona-gr.co.jp



こちらからIR資料等を
ご覧いただけます。

http://www.youtube.com/user/ResonaGroup
公式You Tube
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株主・投資家の皆さまへの情報発信

りそなグループの特長や持続的価値創造に向けた取り組みをわかりやすくまとめています

http://www.resona-gr.co.jp/holdings/investors/ir/disclosure/
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本資料中の、将来に関する記述（将来情報）は、次のような要因により重要な変動を受ける可
能性があります。

具体的には、本邦における株価水準の変動、政府や中央銀行の方針、法令、実務慣行及び
解釈に係る展開及び変更、新たな企業倒産の発生、日本および海外の経済環境の変動、並
びにりそなグループのコントロールの及ばない要因などです。

本資料に記載された将来情報は、将来の業績その他の動向について保証するものではなく、
また実際の結果と比べて違いが生じる可能性があることにご留意下さい。


